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証券コード　9012
2021年６月９日

株 主 の 皆 様 へ
埼 玉 県 熊 谷 市 曙 町 一 丁 目 １ 番 地

秩 父 鉄 道 株 式 会 社
代表取締役社長 大 谷 隆 男

第198期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第198期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、新型コロナウイルス感染防止のため、株主の皆様の安全・安心を最優先に、本株主総会

へのご来場を極力見合わせていただきますようお願い申しあげます。
また、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考

書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６
月24日（木曜日）午後５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月25日（金曜日）午前10時
２．場 所 埼玉県熊谷市曙町一丁目１番地

秩父鉄道株式会社　本社会議室
（末尾のご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第198期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第198期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役５名選任の件
第２号議案 監査役２名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

　別途ご同封いたしました「第198期定時株主総会における新型コロナウイルス感染防止への対応について」
にて株主様へのお願いなどを記載しておりますので必ずご確認くださいますようお願い申しあげます。

〇当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
　げます。
〇当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきます。
〇昨年から、株主総会ご出席の株主様へのお土産は、とりやめさせていただいております。何卒ご理解賜ります
　ようお願い申しあげます。
〇株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上
　の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.chichibu-railway.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主の皆様へ



2021/06/02 13:10:23 / 20701241_秩父鉄道株式会社_招集通知

（添付書類）

事　 業　 報　 告

( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におきましては、新型コロナウイルス感染症の流行により社会経済活動や

人の移動等が大きく制限を受けるなど、当社グループを取り巻く経営環境は過去に経験した

ことのないほどの厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況の中、当社は公共交通事業者としての責務を果たすため、お客様や従業員

の感染予防の徹底を図りながら鉄道の運行継続に努めました。また、感染症流行の拡大防止

に最大限留意しつつ、沿線地域の事業者等と連携した各種イベントを開催するなど、誘客活

動による沿線地域の活性化と収益の確保に努めたほか、運行体制の効率化や全般にわたる経

費の見直しなどにより費用の削減にも努めました。

　以上のとおり、収益確保のための経営努力を重ねたものの、感染症流行の影響を大きく受

けた結果、当連結会計年度の業績は、営業収益は3,933百万円（前期比27.8％減）、営業損

失は639百万円（前期は217百万円の利益）、経常損失は497百万円（前期は203百万円の利

益）となりました。さらに、不動産事業、観光事業、バス事業の各事業用資産のうち収益性

の低下や時価の下落等が認められた資産について減損損失を計上したことから、親会社株主

に帰属する当期純損失は531百万円（前期は222百万円の損失）となりました。

　セグメントごとの業績は、次のとおりです。

鉄道事業

　鉄道事業におきましては、感染症の流行が続く中、従業員のマスク着用、列車・駅設備の

消毒、車内換気をはじめ各種の感染拡大防止策を講じたほか、計画運休を行うことで乗務員

等の感染による運行休止のリスク低減を図るなど、輸送の安全確保と運行継続に努めまし

た。３月には利用状況に応じたダイヤ改正を実施いたしました。

　また、輸送の安全確保を最優先課題とし、設備面では踏切道拡幅工事や小前田駅の信号制

御装置更新工事などを計画的に実施したほか、異常時訓練や安全指導などによる従業員の意

識向上に取り組んだ結果、４期８年の連続運転無事故を達成し、関東運輸局長より表彰され

ました。

　営業面では、感染症対策を徹底した上、三峰口駅「ＳＬ転車台公園」オープン記念の鉄道

フェスタをはじめ沿線の市町や商業施設、同業他社と連携したイベントを開催いたしまし

た。また、企画列車の運転など旅客誘致に努め、２月には全般検査のため運休中であったＳ
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Ｌパレオエクスプレスの運行を予定通り再開したほか、各種記念乗車券の発売など積極的な

増収施策に取り組みました。

　しかしながら、沿線の各種行事の中止や鉄道利用を控える傾向が続き、定期・定期外旅客

の人員及び収入は前期に比べ大幅に減少いたしました。

　貨物部門におきましては、石灰石輸送が減少したことに加え、前年度をもって石炭貨物輸

送が終了したことなどにより、輸送量及び収入とも前期に比べ減少いたしました。

　この結果、営業収益は2,675百万円（前期比23.4％減）、営業損失は544百万円(前期は30

百万円の営業利益）となりました。

不動産事業

　不動産事業におきましては、外出自粛などから駐車場の稼働率が低下したことが大きく影

響し、賃貸収入は減少いたしました。

　この結果、営業収益は324百万円（前期比15.5％減）、営業利益は168百万円（同15.4％

減）となりました。

観光事業

　観光事業におきましては、感染症流行の影響を受け、営業の自粛や縮小を実施いたしまし

た。国や自治体の支援事業等の効果もあり一時的に観光需要の回復傾向がみられたものの、

団体客などの利用が戻らず大幅な減収となりました。

　この結果、営業収益は313百万円（前期比29.9％減）、営業損失は69百万円（前期は28百

万円の営業損失）となりました。

バス事業

　バス事業におきましては、貸切バスの需要に回復が見られず大幅な減収となりました。

　この結果、営業収益は83百万円（前期比78.3％減）、営業損失は159百万円（前期は６百

万円の営業損失）となりました。

その他事業

　その他事業におきましては、旅行業では団体旅行の催行が困難な状況が続いたほか、卸

売・小売業では販売が低調に推移し、それぞれ減収となりました。

　この結果、営業収益は900百万円（前期比23.7％減）、営業損失は48百万円（前期は15百

万円の営業利益）となりました。
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(2) 設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資等の主なものは次のとおりであり
ます。

①　当連結会計年度中に完成した主要設備

鉄道事業
　　永田№７踏切道拡幅及び永田№５踏切道撤去工事（軌道・電気）（133,560千円）
　　熊谷駅職員宿泊施設改修工事　　　　　　　　　　　　　　　　（ 19,274千円）
　　小前田駅信号制御装置更新工事　　　　　　　　　　　　　　　（ 13,900千円）
　　影森～浦山口駅間線路盛土の緊急安全対策工事　　　　　　　　（ 12,733千円）
　　12系客車車体延命工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 24,400千円）

その他の事業におきましては、特記すべき事項はありません。

②　当連結会計年度継続中の主要設備の新設拡充
　　　特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　特記すべき事項はありません。

(5) 対処すべき課題

　当社グループは、鉄道事業を柱として事業展開していることから、公共交通機関として

の「安全・安心・安定」を維持できる事業者であることが使命であり、輸送の安全、無事

故無災害の達成を最優先課題に掲げております。この課題の達成に向け、全役員・従業員

が、安全に対し常に意識して業務にあたるとともに、近年頻発・激甚化する自然災害など

に対応すべくソフト・ハード両面における取り組みをさらに強化してまいります。

　また、利便性やサービスの向上に向け、継続的に利用環境の改善を検討・実施してまい

ります。なお、ＩＣカード乗車券システムの導入を予定（2022年３月）しております。

　観光事業とバス事業につきましては、当期において減損処理を行わざるを得ませんでし

たが、今後の事業環境を見据えながら経営改善策を策定し実施してまいります。

　さらに、沿線地域においては、居住人口の減少や少子高齢化の進行により、労働人口の

不足による人材の確保も大きな課題となってきます。このため、生産性の向上にも取り組

みながら就業環境の改善を図り、従業員にとって魅力ある会社創りを進めてまいります。

　最後に、当社グループを取り巻く経営環境の変化とそれへの対応について申し上げます。

　現在、新型コロナウイルス感染症の流行により事業全般に大きな影響を受けております

が、引き続き感染拡大予防のための適切な対応を図っていくとともに、公共交通事業者と
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して安定運行の継続に最大限の努力を行ってまいります。また、感染の収束後には、社会

経済活動のありかたは大きく変わることが予想されます。当社グループは、こうした変化

に対応し、事業・サービスについて検討を行い、改善してまいります。

　また、ふかや花園駅周辺において深谷市により進められている「花園ＩＣ拠点整備プロ

ジェクト」は、大型商業施設等の2022年度開業に向けて工事が進行しております。開業後

は、同駅周辺が新たな商業・観光拠点となり、交流人口の大幅な増加が期待されます。
　このようなことから、経営環境は大きな転換期を迎えていると言えます。当社グループ
としては、将来にわたり地域貢献を果たし続けるため、社会の変化へ対応しつつ既存事業
の基盤強化を図ることは勿論のこと、環境変化により生じる事業拡大のチャンスを的確に
捉え、さらなる成長につなげることができるよう、積極的な施策を検討し、実施してまい
ります。

(6) 財産および損益状況の推移

区 分
第195期

（2017年度）
第196期

（2018年度）
第197期

（2019年度）
第198期（当期）
（2020年度）

営 業 収 益 (千円) 5,391,829 5,216,151 5,449,035 3,933,279

経常利益又は経常損失（△） (千円) 233,160 66,408 203,057 △497,708

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

(千円) 161,325 103,621 △222,974 △531,341

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は 当 期 純 損 失 （ △ ）

(円) 108.53 69.73 △150.06 △357.63

総 資 産 (千円) 24,093,730 23,279,324 23,439,721 23,449,967

(注）１．2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を行っております。
第195期（2017年度）の期首に当該株式併合が行なわれたものと仮定して、１株当たり当期純利益を
算定しております。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第196
期（2018年度）の期首から適用しており、第195期（2017年度）の総資産の金額については、当該会
計基準等を遡って適用した後の金額となっております。
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(7) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

　　該当する事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

千円 ％
秩父鉄道観光バス株式会社 100,000 100.0 バス事業

秩 父 観 光 興 業 株 式 会 社 82,500 100.0 旅行業

宝 登 興 業 株 式 会 社 60,000 99.5 索道事業

株 式 会 社 秩 父 建 設 25,000 100.0 建設・電気工事業

株 式 会 社 秩 鉄 商 事 22,200 100.0 卸売・小売業

（注）１．出資比率には、子会社を通じての間接所有分を含んでおります。

２．当社の連結子会社は上記の５社であり、非連結子会社は２社であります。

３．秩鉄タクシー株式会社は、2020年６月29日付で清算結了いたしました。

(8) 主要な事業内容および事業所（2021年３月31日現在）

当社グループは鉄道事業を中核とし、不動産事業・観光事業・バス事業・その他事業を

展開しております。

鉄道事業　　　　　当社

羽生～熊谷～三峰口駅間（71.7粁）

武川～三ヶ尻駅間　　（貨物専用　3.7粁）

車両数　電車53両・客車４両・電気機関車16両・私有電気機関車

１両・貨車６両・私有貨車128両・蒸気機関車１両

駅　数　40駅（埼玉県）

不動産事業　　　　当社

分譲・注文住宅事業・賃貸

営業所数　１ヵ所（埼玉県）

観光事業　　　　　当社

遊船・動物園

飲食・土産品販売業

宝登興業株式会社

索道事業

車両数（搬器）２両

駅　数　２駅（埼玉県）
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バス事業　　　　　秩父鉄道観光バス株式会社

貸切バス事業

営業所数　２ヵ所（埼玉県）

車 両 数　19両

その他事業

卸売・小売業　　　株式会社秩鉄商事
旅行業　　　　　　秩父観光興業株式会社
建設・電気工事業　株式会社秩父建設

（注）秩鉄タクシー株式会社は、2020年６月29日付で清算結了いたしました。

(9) 従業員の状況（2021年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

事業区分 従業員数 前期末比増減数

鉄 道 事 業 255名（29名） △2名（　0名）

不 動 産 事 業 7名（ 0名） 2名（　0名）

観 光 事 業 33名（15名） △2名（　0名）

バ ス 事 業 32名（11名） 2名（　0名）

そ の 他 事 業 72名（24名） △1名（　0名）

全 社 ( 共 通 ) 27名（13名） 2名（　0名）

合 計 426名（92名） 1名（　0名）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

306名(57名) 1名(0名) 42.06歳 22.01年

（注）１．組合専従者は除いてあります。
２．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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(10) 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

千円
株式会社 埼 玉 り そ な 銀 行 1,212,610

株式会社 群 馬 銀 行 773,800

株式会社 足 利 銀 行 520,900

株式会社 日 本 政 策 投 資 銀 行 404,864

埼 玉 縣 信 用 金 庫 371,520

株式会社 武 蔵 野 銀 行 357,850

株式会社 第 四 北 越 銀 行 150,000

株式会社 み ず ほ 銀 行 146,360

株式会社 東 和 銀 行 50,000

２．会社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 4,000,000株
(2) 発行済株式の総数 1,485,662株

(自己株式14,338株を除く)

(3) 株主数 1,397名
(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％
太 平 洋 セ メ ン ト 株 式 会 社 497,828 33.51

有 恒 鉱 業 株 式 会 社 213,624 14.38

増 岡 英 男 50,100 3.37

二 反 田 　 静 太 郎 32,900 2.21

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 31,824 2.14

中 村 幸 久 28,200 1.90

山 腰 玲 子 26,900 1.81

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 16,000 1.08

諸 　 井 　 三 佐 保 15,700 1.06

柿 原 林 業 株 式 会 社 10,800 0.73

（注）１．当社は自己株式を14,338株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　該当する事項はありません。

(6) その他株式に関する重要な事項
　該当する事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
　該当する事項はありません。

４．会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の氏名等（2021年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 大 谷 隆 男

取 締 役 髙 栁 　 功
 運輸部・技術部担当
 技術部長

取 締 役 武 部 一 弘
 内部監査室・総務部担当
 総務部長

取 締 役 坂 本 昌 己
 企画部・事業部担当
 企画部長

取 締 役 中 山 高 明  11頁(3)①に記載のとおりです。

常 勤 監 査 役 根 津 泰 生

監 査 役 根 本 裕 介  11頁(3)②に記載のとおりです。

監 査 役 新 美 健 一 郎  12頁(3)④に記載のとおりです。

（注）１．取締役中山高明氏は、社外取締役であります。
なお、当社は中山高明氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

２．監査役根本裕介氏および新美健一郎氏の両氏は、社外監査役であります。
３．監査役村田光明氏は2020年６月25日開催の第197期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退

任いたしました。
４．監査役諸井勝氏は2021年２月25日をもって辞任により退任いたしました。退任時における重要な兼職

の状況は12頁に記載のとおりです。
５．諸井勝氏の監査役退任に伴い、補欠監査役の新美健一郎氏が2021年２月25日付で監査役に就任いたし

ました。

(2) 取締役および監査役の報酬等
①　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分
報 酬 等 の 総 額

( 千 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ） 対象となる役員
の 員 数

（名）基 本 報 酬
業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

25,637

（600）

25,637

（600）

－

（－）

－

（－）

5

（1）

監 査 役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

11,579

（4,600）

11,579

（4,600）

－

（－）

－

（－）

5

（4）

合 計

（ う ち 社 外 役 員 ）

37,216

（5,200）

37,216

（5,200）

－

（－）

－

（－）

10

（5）
（注）１．上表には2020年６月25日開催の第197期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した社外

監査役１名及び当事業年度中に辞任により退任した社外監査役１名を含んでおります。
２．取締役の報酬には執行役員に係る支給額は含まれておりません。
３．期末現在の人員は、取締役５名、監査役３名であります。
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②　取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の報酬額は、1990年６月28日開催の第167期定時株主総会において月額10,000千
円以内(使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議しております。当該株主
総会終結時点の取締役の員数は８名です。
　監査役の報酬額は、1990年６月28日開催の第167期定時株主総会において月額3,000千
円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役は２名です。
　取締役および監査役の報酬体系は、固定報酬のみで構成され、その額は役位に応じて
設定しております。
　なお、当事業年度における当社の取締役の報酬等の額については、2020年６月25日開
催の取締役会の決議により決定しております。また、監査役の報酬等の額については、
それぞれの選任後に開催された監査役会において監査役の協議により決定しております。

③　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月25日開催の第739回取締役会において、取締役の個別の報酬等の内
容に係る決定方針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別報酬等について、報酬等の内容
の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認して
おり、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
ａ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時

期または条件の決定に関する方針を含む。）
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責に応じて総合的に勘案
して決定するものとする。

ｂ．報酬等の種類ごとの割合の決定方針
報酬等の種類ごとの比率の目安は以下の通りとする。
基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等＝１００：０：０

ｃ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については、上記の方針に基づき取締役会において審議の上、取締
役会決議により決定するものとする。

④　社外役員が親会社または子会社等から受けた役員報酬等の総額

　　該当事項はありません。
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(3) 社外役員に関する事項
①　取締役　　中山　高明
(ｲ) 他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況

　寳登山神社　　　　　　　　　名誉宮司
(ﾛ) 他の会社の社外役員等の兼職状況

　該当する重要な事項はありません。
(ﾊ) 主要取引先等特定関係業者と当社との関係

　該当する重要な事項はありません。
(ﾆ) 当事業年度における主な活動状況

　当事業年度において開催された取締役会11回の全てに出席いたしました。
主に寳登山神社名誉宮司として当社沿線の発展に深くかかわっており、長年の経験と
知見等を反映していただいております。また、客観的な幅広い助言等を行うなど適切
な役割を果たしております。

(ﾎ) 責任限定契約の内容の概要
　当社と会社法第427条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に
基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

②　監査役　　根本　裕介
(ｲ) 他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況

　該当する重要な事項はありません。
(ﾛ) 他の会社の社外役員等の兼職状況

・小野田化学工業株式会社　　取締役
・三井埠頭株式会社　　　　　取締役
・屋久島電工株式会社　　　　監査役
　なお、小野田化学工業株式会社、三井埠頭株式会社、屋久島電工株式会社は、主要
株主である太平洋セメント株式会社の関係会社であります。

(ﾊ) 主要取引先等特定関係業者と当社との関係
　主要な取引先である太平洋セメント株式会社の業務執行者で事業企画管理部に勤務
しております。

(ﾆ) 当事業年度における主な活動状況
取締役会等への出席状況および発言状況
　当事業年度に開催された取締役会11回のうち11回に、また、監査役会13回のうち13
回に出席し、議案等審議に必要な発言を適宜行っております。

(ﾎ) 責任限定契約の内容の概要
　当社と会社法第427条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に
基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。
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③　監査役　　諸井　勝
(ｲ) 他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況

　該当する重要な事項はありません。
(ﾛ) 他の会社の社外役員等の兼職状況

　該当する重要な事項はありません。
(ﾊ) 主要取引先等特定関係業者と当社との関係

　該当する重要な事項はありません。
(ﾆ) 当事業年度における主な活動状況

取締役会等への出席状況および発言状況
　2020年６月25日就任以降、2021年２月25日辞任までの当事業年度に開催された取締
役会７回のうち５回に、また、監査役会７回のうち４回に出席し、議案等審議に必要
な発言を適宜行いました。

(ﾎ) 責任限定契約の内容の概要
　当社と会社法第427条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しておりました。当
該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

④　監査役　　新美　健一郎
(ｲ) 他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況

　該当する重要な事項はありません。
(ﾛ) 他の会社の社外役員等の兼職状況

・小野田化学工業株式会社　　監査役
・株式会社デイ・シイ　　　　監査役
　なお、小野田化学工業株式会社、株式会社デイ・シイは、主要株主である太平洋
セメント株式会社の関係会社であります。

(ﾊ) 主要取引先等特定関係業者と当社との関係
　主要な取引先である太平洋セメント株式会社の業務執行者で事業企画管理部に勤務
しております。

(ﾆ) 当事業年度における主な活動状況
取締役会等への出席状況および発言状況
　2021年2月25日就任以降当事業年度において開催された取締役会２回のうち２回に、
また、監査役会２回のうち２回に出席し、議案等審議に必要な発言を適宜行っており
ます。

(ﾎ) 責任限定契約の内容の概要
　当社と会社法第427条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に
基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

－ 12 －

会社役員に関する事項、会計監査人の状況



2021/06/02 13:10:23 / 20701241_秩父鉄道株式会社_招集通知

(4) 執行役員について

　当社は、執行役員制度を導入しております。2021年３月31日現在の執行役員は

以下のとおりであります。
地 位 氏 名 担 当

上 席 執 行 役 員 髙 栁 　 功 運 輸 部 ・ 技 術 部

執 行 役 員 武 部 一 弘 内 部 監 査 室 ・ 総 務 部

執 行 役 員 坂 本 昌 己 企 画 部 ・ 事 業 部

執 行 役 員 鷹 啄 泰 則 人 事 部

（注）髙栁功氏、武部一弘氏、坂本昌己氏の３名は、取締役を兼務しております。

５．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称　　有限責任 あずさ監査法人
(2) 会計監査人の報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20,000千円

（注）１．当社は、会計監査人との間の契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬
等の額には、これらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積の算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、監査役会は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場
合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査
人を解任した旨およびその理由を報告いたします。
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６．会社の体制および方針
(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制
　当社は、「秩父鉄道グループコンプライアンス指針」および「コンプライアンス規
程」に基づき、ＣＳＲ委員会が中心となり取締役および従業員が法令、定款その他社内
規程等を遵守した行動をとるための体制をとる。また、コンプライアンス・ホットライ
ンを利用した「内部通報制度」により通報者の保護を図るとともに、的確な対応をと
る。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項
　当社は、取締役会、経営会議等の重要な会議の議事録については、「取締役会規程」
｢経営会議規程」等に従い、また、稟議書その他取締役の職務の執行に係る文書は、「稟
議規程」｢文書保存規程」等に従い適切に保存・管理を行う。取締役および監査役は、
常にこれらの文書を閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、「リスク管理規程」に基づき、ＣＳＲ委員会・運転事故防止対策委員会等に
おいて重大なリスクの未然防止や極小化を行う体制をとる。
　また、緊急を要する事項については、迅速かつ適切な対応を行い、損害の拡大を防止
し、損失を最小限に止める体制をとる。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、「職制」および「付議・報告基準」に定める各職位の基本的な職能および相
互関係、決裁基準等により、組織的かつ効率的な業務執行を図るとともに、経営上重要
な事項については、「取締役会規程」「経営会議規程」に定める取締役会および経営会
議において十分に審議のうえ慎重に決定する。また、経営計画、予算管理により目標実
現に注力する。

⑤　当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社との関係については、「関係会社管理規程」に基づき、子会社に関する適切な
経営管理が行える体制をとる。また、子会社の取締役または監査役を当社より派遣し、
派遣された取締役は子会社の取締役の職務の執行を監視・監督し、派遣された監査役は
子会社の業務執行状況を監査する。
　なお、子会社に対する具体的な体制は次のとおりとする。
イ）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社が定める「関係会社管理規程」に基づき子会社の経営内容を的確に把握する
ため、グループ会社連絡会を定期的に開催し報告を受け、また、必要に応じて関係
書類等の提出を求める。
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ロ）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社および子会社全体のリスク管理について定める「リスク管理規程」に基づき

当社および子会社のリスクを網羅的・統括的に管理する。
ハ）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社の経営の自主性および独立性を尊重しつつ、当社子会社経営の適正かつ効
率的な運営に資するため、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営機能が十
分機能し安定した経営が確立できるよう支援する。

ニ）子会社の取締役等および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制
「秩父鉄道グループコンプライアンス指針」および「コンプライアンス規程」に

基づき、ＣＳＲ委員会が中心となり子会社の取締役および従業員が法令、定款その
他社内規程等を遵守した行動をとるための体制をとる。また、コンプライアンス・
ホットラインを利用した「内部通報制度」により、通報者の保護を図るとともに、
的確な対応をとる。

⑥　財務報告の適正性を確保するための体制
　当社は、連結財務諸表等の財務報告を適正に行うために必要な体制をとる。

⑦　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に
関する事項
　当面は社内部門の兼務者が監査役の職務を補助する。監査役会から専任者の配置を
求められた場合には、監査役会の意向を尊重して取締役との間で協議する。

⑧　前号の当該従業員の取締役からの独立性に関する事項および指示の実効性の確保に関
する事項
　監査役の職務を補助する従業員に対しては、その人事異動・評価については、監査役
会の意見を求め、尊重するものとする。また、監査の実効性を高め、かつ監査業務を円
滑に遂行するため補助する体制を確保する。

⑨　取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する
体制
　当社は、監査役が経営に関する重要な会議に出席し、取締役等から職務の執行状況の
報告を受けることができる体制をとる。また、取締役および従業員は、当社および子会
社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合には、監査役に報告する。
　なお、当該通報、報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないものとす
る。

⑩　その他、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ）当社は、監査役に対し、重要な決裁書類を供覧し、監査役がいつでも経営情報をは

じめとする各種の情報を取得できる体制をとる。また、当社は、監査役が代表取締
役と定期的に意見交換を行うとともに、監査役が会計監査人と意見および情報の交
換を行う場を提供する。
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ロ）監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたとき
は、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の
職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用または債務
を処理する。

⑪　反社会的勢力排除に向けた体制
　当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、反社会的勢力の活動を助長
する一切の関係を拒絶するとともに、総務部門を担当部門として、所轄警察署や外部機
関等との関係を強めていく。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　当社並びに子会社の役員および従業員に対して、ＣＳＲ委員会・グループ会社連絡会を

開催（当事業年度各４回）し、コンプライアンス意識の浸透を図っております。また、
コンプライアンス・ホットラインの内部通報に対しては、適宜的確に対応しておりま
す。

②　内部監査室において、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の有効性の評価
を実施し、当事業年度において重大な違反は見当たらず、内部統制システムは適切に運
用されております。

③　当社および子会社の事業報告については、定期的に当社取締役会のみならずグループ会
社連絡会等で報告がなされ、改善が必要な課題や問題点が生じた場合には適時関係部署
への指示を行っております。

(3) 会社の支配に関する基本方針
　該当する事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

分 譲 土 地 建 物

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,398,231

1,268,495

437,771

96,192

30,606

142,191

427,471

△4,496

21,051,735

20,271,641

4,197,533

528,475

15,483,590

62,042

35,748

744,345

480,135

16,640

270,072

△22,503

流 動 負 債 4,636,644

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 378,740

短 期 借 入 金 961,000

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,100,822

未 払 法 人 税 等 53,388

未 払 消 費 税 等 174,145

賞 与 引 当 金 157,790

資 産 撤 去 引 当 金 658,597

そ の 他 1,152,160

固 定 負 債 8,621,369

長 期 借 入 金 2,442,508

繰 延 税 金 負 債 50,939

再評価に係る繰延税金負債 4,426,748

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,467,938

特 別 修 繕 引 当 金 6,300

長 期 預 り 金 85,563

そ の 他 141,371

負 債 合 計 13,258,014

純 資 産 の 部

株 主 資 本 198,764

資 本 金 750,000

資 本 剰 余 金 19,014

利 益 剰 余 金 △538,724

自 己 株 式 △31,525

その他の包括利益累計額 9,981,625

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 282,349

土 地 再 評 価 差 額 金 9,699,958

退職給付に係る調整累計額 △682

非 支 配 株 主 持 分 11,563

純 資 産 合 計 10,191,953

資 産 合 計 23,449,967 負 債 純 資 産 合 計 23,449,967

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 3,933,279

営 業 費

運 輸 業 等 営 業 費 及 び 売 上 原 価 3,334,356

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,237,963 4,572,319

営 業 損 失 639,040

営 業 外 収 益

受 取 利 息 51

受 取 配 当 金 9,490

土 地 物 件 貸 付 料 18,944

助 成 金 収 入 146,411

そ の 他 7,440 182,338

営 業 外 費 用

支 払 利 息 25,756

減 価 償 却 費 13,480

そ の 他 1,770 41,007

経 常 損 失 497,708

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 14,526

工 事 負 担 金 等 受 入 額 110,242 124,769

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 110,132

固 定 資 産 売 却 損 5,693

固 定 資 産 除 却 及 び 撤 去 費 1,399

減 損 損 失 338,413 455,638

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 828,577

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,863

法 人 税 等 調 整 額 △309,648 △295,784

当 期 純 損 失 532,792

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 1,451

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 531,341

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 750,000 21,952 △176,745 △31,366 563,839

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期
純 損 失

△531,341 △531,341

自 己 株 式 の 取 得 △162 △162

自 己 株 式 の 処 分 0 4 4

持 分 変 動 に よ る 増 減 額 △2,938 22,486 19,548

土地再評価差額金の取崩 146,875 146,875

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △2,937 △361,979 △158 △365,075

当 期 末 残 高 750,000 19,014 △538,724 △31,525 198,764

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持 分

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 172,146 9,846,834 16,799 10,035,780 11,711 10,611,331

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当
期 純 損 失

△531,341

自 己 株 式 の 取 得 △162

自 己 株 式 の 処 分 4

持分変動による増減額 19,548

土地再評価差額金の取崩 146,875

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

110,202 △146,875 △17,481 △54,154 △148 △54,302

当 期 変 動 額 合 計 110,202 △146,875 △17,481 △54,154 △148 △419,378

当 期 末 残 高 282,349 9,699,958 △682 9,981,625 11,563 10,191,953

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 19 －

連結株主資本等変動計算書



2021/06/02 13:10:23 / 20701241_秩父鉄道株式会社_招集通知

連結注記表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　　　　　　　５社

連結子会社の名称
宝登興業株式会社
株式会社秩鉄商事
株式会社秩父建設
秩父観光興業株式会社
秩父鉄道観光バス株式会社

　なお、当社の連結子会社でありました秩鉄タクシー株式会社は、2020年６月29日付で清算結了いたし
ました。

(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社
秩父観光株式会社
株式会社長瀞不動寺奉賛会

（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用していない非連結子会社（秩父観光株式会社・株式会社長瀞不動寺奉賛会）は、当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外して
おります。

３．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの
　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
　は移動平均法により算定）によっております。
時価のないもの
移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
分譲土地建物　　　個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）
商品　　　　　　　主として総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定）
貯蔵品　　　　　　移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）
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(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　主として定率法によっておりますが、当社の鉄道事業固定資産の構築物の一部（取替資産）につい
ては取替法により、当社の不動産事業及び一部の子会社に係る有形固定資産、1998年４月１日以後に
取得した建物(附属設備は除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物は定額
法によっております。

②　無形固定資産
　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま
す。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討して計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。

③　特別修繕引当金
　鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成13年12月25日国土交通省令第151号）第90条の定めに
よる蒸気機関車の全般検査費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額のうち当連結会計年度負担
額を計上しております。

④　資産撤去引当金

　将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、当連結会計年度末における費用見込額を

計上しております。

(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準
（ア）当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。
（イ）その他の工事

　工事完成基準を適用しております。
②　工事負担金等の処理

鉄道事業における諸施設の工事等を行うにあたり、当社は国又は地方公共団体等より工事費の一部
として補助金及び工事負担金（以下「工事負担金等」という）を受けております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価か

ら直接減額して計上しております。
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等の受入額を特別利益に計上するとともに、固定資

産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。
③　退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
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・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。

④　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

５．表示方法の変更

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）の適用に伴う
変更「会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第13号 2020年８月12日）を当連結会計年度か
ら適用し、（会計上の見積りに関する注記）を開示しております。

６．会計上の見積りに関する注記

　繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　繰延税金資産　　　　　　　　223,746千円

　なお、繰延税金負債207,105千円と相殺し、相殺後の繰延税金資産16,640千円及び繰延税金負債

50,939千円を開示しております。

(2) 会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報

　繰延税金資産は、将来の連結会計年度における課税所得計算において、法人税等の支払額を減額する
効果を有する将来減算一時差異を基礎として計上しております。
　課税所得の見積りは、取締役会で承認された予算を基礎として行っており、予算作成にあたっての主
要な仮定として、新型コロナウイルス感染症の影響が翌連結会計年度以降も一定程度継続するものと想
定しております。
　新型コロナウイルス感染症の収束時期が想定よりも遅くなるなどの要因により、予算通りに営業収益
が回復せず、課税所得の見積りの変更が必要な場合、翌連結会計年度の繰延税金資産の回収可能性の判
断に影響する可能性があります。
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産並びに担保付債務
(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 2,994,649千円

機械装置及び運搬具 211,140千円

土地 12,166,179千円

その他の有形固定資産 13,940千円

合計 15,385,910千円

(2) 担保付債務

短期借入金 380,000千円

１年内返済予定の長期借入金 520,350千円

長期借入金 1,695,922千円

合計 2,596,272千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 15,351,418千円
３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布　法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日　　　　2000年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布　政令第119号）第２条第３号に定める固定

資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。
　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の
再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　　7,290,493千円

Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式 1,500,000株

Ⅳ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社及び当社の連結子会社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、資金調達につい
ては、主に銀行借入によっております。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクにさらされております。
　借入金は、想定外の事由によるフリー・キャッシュ・フローの減少に伴い、支払期日に支払いを実行
できなくなるリスクにさらされております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
　当社及び当社の連結子会社は、借入金等に関する将来の市場価格の変動に係るリスクを回避する目的
で固定金利を利用しております。
　投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額(※)

時価(※) 差額

(1)現金及び預金 1,268,495 1,268,495 －

(2)投資有価証券

その他有価証券 438,643 438,643 －

(3)短期借入金 （961,000） （961,000） －

(4)長期借入金 （3,543,330） （3,553,725） 10,395
※負債に計上されているものについては( )で示しております。
注1.金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
(1)現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

(2)投資有価証券
株式については、取引所の価格によっております。

(3)短期借入金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4)長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。
注2.非上場株式（連結貸借対照表計上額31,486千円）及び関係会社株式（連結貸借対照表計上額10,005千円）

は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが
極めて困難と認められるため、「（2）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

Ⅴ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、埼玉県内において、賃貸用施設（土地を含む）を有しております。
２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

3,355,176 2,970,508

注1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
注2.当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金

額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）、その他の物件については一定の評価額等に基づいて自
社で算定した金額であります。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記
　１株当たり純資産額 6,852円43銭
　１株当たり当期純損失 357円63銭

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

未 収 金

未 収 収 益

分 譲 土 地 建 物

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

不 動 産 事 業 固 定 資 産

観 光 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,937,317

897,437

74,425

521,846

33,059

96,192

2,727

136,159

160,719

7,053

9,507

△1,809

20,933,638

15,710,899

3,082,551

279,314

1,141,138

3,598

716,136

44,957

442,286

2,003

15,000

244,522

3,689

△36,321

流 動 負 債 4,496,846
短 期 借 入 金 875,000
1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,012,024
未 払 金 568,834
未 払 費 用 590,009
未 払 法 人 税 等 50,320
未 払 消 費 税 等 163,968
預 り 連 絡 運 賃 11,767
預 り 金 292,444
前 受 運 賃 80,965
前 受 金 55,913
賞 与 引 当 金 137,000
資 産 撤 去 引 当 金 658,597

固 定 負 債 8,348,022
長 期 借 入 金 2,100,880
繰 延 税 金 負 債 46,251
再評価に係る繰延税金負債 4,431,620
退 職 給 付 引 当 金 1,437,051
特 別 修 繕 引 当 金 6,300
関係会社事業損失引当金 99,300
長 期 預 り 金 85,248
そ の 他 141,371
負 債 合 計 12,844,869

純 資 産 の 部
株 主 資 本 51,805
資 本 金 750,000
資 本 剰 余 金 14,143
資 本 準 備 金 14,106
そ の 他 資 本 剰 余 金 37
利 益 剰 余 金 △680,813
利 益 準 備 金 175,113
そ の 他 利 益 剰 余 金 △855,926
諸 井 恒 平 氏 記 念 資 金 5,100
頌 徳 会 基 金 5,000
繰 越 利 益 剰 余 金 △866,026

自 己 株 式 △31,525
評 価 ・ 換 算 差 額 等 9,974,282
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 263,195
土 地 再 評 価 差 額 金 9,711,087
純 資 産 合 計 10,026,087

資 産 合 計 22,870,956 負 債 純 資 産 合 計 22,870,956

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額
鉄 道 事 業

営 業 収 益 2,675,186
営 業 費 3,219,380
　 　 営 業 損 失 544,193

不 動 産 事 業
営 業 収 益 324,342
営 業 費 155,700
　 　 営 業 利 益 168,641

観 光 事 業
営 業 収 益 205,677
営 業 費 255,574
　 　 営 業 損 失 49,897

全 事 業 営 業 損 失 425,449
営 業 外 収 益

受 取 利 息 228
受 取 配 当 金 8,681
土 地 物 件 貸 付 料 26,277
助 成 金 受 入 額 39,422
そ の 他 3,382 77,993

営 業 外 費 用
支 払 利 息 24,955
出 向 者 人 件 費 負 担 金 11,563
減 価 償 却 費 13,480
そ の 他 1,469 51,467

経 常 損 失 398,923
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 14,365
子 会 社 清 算 益 9,403
工 事 負 担 金 等 受 入 額 110,242 134,011

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 5,693
固 定 資 産 圧 縮 損 110,132
固 定 資 産 除 却 及 び 撤 去 費 1,381
減 損 損 失 194,953
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 33,900 346,060

税 引 前 当 期 純 損 失 610,973
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,890
法 人 税 等 調 整 額 △294,138 △292,248
当 期 純 損 失 318,724

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計

諸井恒平氏
記 念
資 金

頌 徳 会
基 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 750,000 14,106 36 14,143 175,113 5,100 5,000 △683,365 △498,152

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △318,724 △318,724

自己株式の取得

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の
取崩

136,063 136,063

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0 － － － △182,660 △182,660

当 期 末 残 高 750,000 14,106 37 14,143 175,113 5,100 5,000 △866,026 △680,813

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △31,366 234,623 162,411 9,847,150 10,009,562 10,244,186

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △318,724 △318,724

自己株式の取得 △162 △162 △162

自己株式の処分 4 4 4

土地再評価差額金の
取崩

136,063 136,063

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

100,783 △136,063 △35,280 △35,280

当期変動額合計 △158 △182,818 100,783 △136,063 △35,280 △218,099

当 期 末 残 高 △31,525 51,805 263,195 9,711,087 9,974,282 10,026,087

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
　平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
分譲土地建物　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定）
商品　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）
貯蔵品　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）
２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

　不動産事業有形固定資産　　定額法
　その他の有形固定資産　　　定率法

ただし、鉄道事業固定資産の構築物の一部（取替資産）については取替法により、1998年４月１日
以後に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築
物は定額法によっております。

(2) 無形固定資産
　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討して計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており
ます。

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）
による定額法により費用処理しております。
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数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異な
ります。

(4) 特別修繕引当金
　鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成13年12月25日国土交通省令第151号）第90条の定めによ
る蒸気機関車の全般検査費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額のうち当事業年度負担額を計上
しております。

(5) 関係会社事業損失引当金
　関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案し、債務超過額のうち、当該
関係会社に対して計上している貸倒引当金を超過する金額について計上しております。

（6）資産撤去引当金
　将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、当事業年度末における費用見込額を計上し
ております。

４．収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。

(2) その他の工事
工事完成基準を適用しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 工事負担金等の処理

鉄道事業における諸施設の工事等を行うにあたり、当社は国又は地方公共団体等より工事費の一部と
して補助金及び工事負担金(以下「工事負担金等」という）を受けております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から

直接減額して計上しております。
なお、損益計算書においては、工事負担金等の受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取

得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。
(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

６．表示方法の変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当事業年度か
ら適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産並びに担保付債務
(1) 担保に供している資産

鉄道事業固定資産 13,105,861千円
不動産事業固定資産 1,996,007千円
各事業関連固定資産 284,041千円

合計 15,385,910千円
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(2) 担保付債務
短期借入金 380,000千円
１年内返済予定の長期借入金 500,334千円
長期借入金 1,673,500千円
秩父鉄道観光バス株式会社借入金 42,438千円

合計 2,596,272千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 14,271,291千円
３．事業用固定資産

　土地 15,471,036千円
　建物 1,004,040千円
　構築物 3,191,294千円
　車両 356,552千円
　機械装置 124,125千円
　その他の有形固定資産 37,308千円
　無形固定資産 29,546千円

４．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等の累計額
19,173,013千円

５．関係会社に対する金銭債権債務
　短期金銭債権 520,171千円
　長期金銭債権 25,759千円
　短期金銭債務 230,213千円

６．取締役等との間の取引による金銭債権及び金銭債務
　該当事項はありません。

７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布　法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日　　　　2000年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布　政令第119号）第２条第３号に定める固定
資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の
再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　　7,306,038千円

Ⅲ．損益計算書に関する注記
１．営業収益 3,205,206千円
２．営業費 3,630,656千円
３．営業費の内訳

　運送営業費及び売上原価 2,545,708千円
　販売費及び一般管理費 608,667千円
　諸税 223,203千円
　減価償却費 253,076千円

４．関係会社との取引高
　営業収益 1,324,055千円
　営業費用 530,010千円
　営業取引以外の取引による取引高の総額 183,225千円
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Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数　　　 普通株式  14,338株

Ⅴ．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の主な発生の内容は、退職給付引当金、賞与引当金及び投資有価証券評価損であります。
　なお、評価性引当額は880,596千円であります。
　また、繰延税金負債の主な内容は、土地再評価差額金及びその他有価証券評価差額金であります。

Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

種類 会社名

議 決 権 等 の

所有（被所有）

割 合

関連当事者

と の 関 係
取引の内容

取引金額

（注1）
科目

期末残高

（注1）

そ の 他 の

関 係 会 社

太平洋セメント㈱

被所有

直接33.9％

間接15.6％

役員の派遣

同社の原料

の輸送及び

設備保守等

（注2）

1,298,668 未収運賃 53,163

補償金

の入金
339,750

未収金 221,000

長期未収金 221,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
（注2）取引条件及び取引条件の決定方針等

　当社提示の単価をもとに一般的取引条件と同様に決定しております。

２．子会社及び関係会社等

（単位：千円）

種類 会社名
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者

と の 関 係
取引の内容

取引金額

（注1）
科目 期末残高

子会社 秩父観光興業㈱

所有

直接96.2％

間接 3.8％

出 向 者 の

派遣

役員の兼任

出向者人件費

負 担 金

（注2）

11,563 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）取引金額には消費税等を含めておりません。
（注2）出向者人件費負担金については、出向元の規程を基礎として協議の上決定しております。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
　１株当たり純資産額 6,748円57銭
　１株当たり当期純損失 214円53銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月24日

秩 父 鉄 道 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中
有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 金 子 　 靖 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 田 明 久 

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、秩父鉄道株式会社の2020年４月１日から2021年３月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、秩父鉄道株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
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類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
　監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
　となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
　リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
　検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
　合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
　証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
　認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
　書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
　注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
　監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
　業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
　しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
　計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
　査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
　査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月24日

秩 父 鉄 道 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中
有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 金 子 　 靖 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 田 明 久 

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、秩父鉄道株式会社の2020年４月１日か
ら2021年３月31日までの第198期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対　
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意　見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査　
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す　る
内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見　
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した　
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な　不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる　場
合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に　関す
る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する　ことが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、　将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に　
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第198期事業年度の取締役の職務の執行に

関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監

査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査計画等に従い、取締

役、内部監査担当部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお

いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するため

に必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び

使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見

を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任 あずさ監

査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ

て子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその

附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規

則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当

該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び

その附属明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内

部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月27日

秩 父 鉄 道 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 根 津 泰 生 
社 外 監 査 役 根 本 裕 介 
社 外 監 査 役 新 美 健 一 郎 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役５名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役５名

の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 ・ 当 社 に お け る 地 位 ・ 担 当
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有
する当社の
株 式 数

１
おお

大
たに

谷
たか

隆
お

男
(1955年10月28日生)

1978年４月　秩父セメント株式会社入社

1994年10月　秩父小野田株式会社経理部経理課長

1995年６月　同社経営企画部

1998年10月　太平洋セメント株式会社経営企画部

2001年６月　同社熊谷工場業務部長

2001年６月　当社社外監査役

2007年６月　太平洋セメント株式会社監査役室長

2009年５月　同社情報システム部長

2010年６月　当社取締役

2010年10月　当社常務取締役

2011年６月　当社代表取締役社長（現任）

3,957株

２
たか

髙
やなぎ

栁
 

　
いさお

功
(1961年12月29日生)

1984年６月　当社入社

2007年４月　当社施設課長

2010年６月　当社鉄道部次長

2011年６月　当社鉄道部長

2013年６月　当社取締役鉄道部長

2015年４月　当社取締役執行役員鉄道部長

2018年４月　当社取締役執行役員技術部長

2019年４月　当社取締役上席執行役員技術部長（現任）

[当社における担当]

　運輸部・技術部

898株

３
たけ

武
べ

部
かず

一
ひろ

弘
(1961年11月12日生)

1986年４月　小野田セメント株式会社入社

2012年４月　太平洋セメント株式会社人事部人事グループリーダー

2015年４月　大連小野田水泥有限公司副総経理

2017年５月　太平洋セメント株式会社海外事業本部管理部副部長

2018年６月　当社総務部長

2019年４月　当社執行役員総務部長

2019年６月　当社取締役執行役員総務部長（現任）

[当社における担当]

　内部監査室・総務部

507株

－ 38 －
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 ・ 当 社 に お け る 地 位 ・ 担 当
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

４
さか

坂
もと

本
まさ

昌
み

己
(1965年３月22日生)

1989年４月　当社入社

2008年４月　当社営業推進課長

2010年６月　当社事業部次長兼営業推進課長

2012年７月　当社企画部長

2013年７月　当社企画部長兼総務部長

2015年４月　当社執行役員企画部長兼総務部長

2015年７月　当社執行役員企画部長

2019年６月　当社取締役執行役員企画部長（現任）

[当社における担当]

　企画部・事業部

691株

５
なか

中
やま

山
たか

高
あき

明
(1953年２月28日生)

1977年４月　寳登山神社入社

2002年３月　同社宮司

2005年６月　宝登興業株式会社社外取締役

2010年６月　当社社外取締役（現任）

2019年４月　寳登山神社　名誉宮司（現任）

－株

 (注)１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．中山高明氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であり、当社は東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出ています。同氏の再任が承認された場

合には、引続き独立役員となる予定であります。

３．社外取締役候補者中山高明氏に関する事項

(1) 社外取締役候補者とした理由および職務を適切に遂行できると判断した理由について

中山高明氏は、寳登山神社名誉宮司として当社沿線の発展に深く関わっており、その豊富な知識・経

験等を活し、幅広い視点からの助言をしていただけると期待したため社外取締役として選任（重任）

をお願いするものであります。なお、同氏は社外取締役以外の方法で直接会社経営に関与したことは

ありませんが、上記の理由により社外取締役として職務を適切に遂行できると判断いたしました。

(2) 会社において法令、定款違反その他不正な業務遂行が行われた事実については、該当事項はありま

せん。

(3) 過去５年間に他の会社の取締役、執行役または監査役であって、その在任中に当該他の会社において

法令、定款違反その他不正な業務遂行が行われた事実については、該当事項はありません。

(4) 中山高明氏の当社での社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって11年となります。

(5) 当社は中山高明氏との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当す

る場合は、当該賠償責任を法令で定める限度まで限定する旨の契約（責任限定契約）を締結してお

り、同氏の再任が承認された場合には同契約を継続する予定であります。

４．「候補者の有する当社の株式数」には、役員持株会における本人持分を含んで掲載しております。

－ 39 －
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第２号議案　監査役２名選任の件

　監査役 根津泰生氏並びに監査役 新美健一郎氏は、本総会終結の時をもって一身上の都
合により辞任されますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略歴・当社における地位・重要な兼職の状況
候補者の有
する当社の
株 式 数

１

※
ね

根
ぎし

岸
しゅん

俊
すけ

介
(1953年７月17日生)

1977年４月　秩父セメント株式会社入社
2008年４月　太平洋セメント株式会社北陸支店長
2009年５月　同社中部支店長
2009年６月　三岐鉄道株式会社社外取締役
2010年４月　太平洋セメント株式会社中部北陸支店長
2012年４月　北関東秩父コンクリート株式会社代表取締役社長
2015年４月　埼玉太平洋生コン株式会社代表取締役社長
2019年５月　同社取締役会長
2020年５月　関東コンクリート株式会社取締役

－株

２

※
いわ

岩
た

田
まさ

雅
ゆき

之
（1960年11月２日生）

1979年６月　当社入社
2011年10月　当社列車区区長代理
2012年５月　当社列車区区長
2015年６月　当社運転課課長
2021年２月　当社企画部（現任）

155株

(注)１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．選任される監査役の任期は、当社定款第32条第２項の定めにより、前任監査役の任期満了の時までとな

ります。

４．根岸俊介氏は、社外監査役候補者であります。

５．社外監査役候補者 根岸俊介氏に関する事項

(1) 社外監査役候補者とした理由および職務を適切に遂行できる理由について

根岸俊介氏は、長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、社外監査役とし

ての職務を適切に遂行できると判断したため、選任をお願いするものであります。

(2) 会社において法令、定款違反その他不正な業務遂行が行われた事実については、該当事項はありま

せん。

(3) 過去５年間に他の会社の取締役、執行役または監査役であって、その在任中に当該他の会社において

法令、定款違反その他不正な業務遂行が行われた事実については、該当事項はありません。

６．当社は根岸俊介氏が承認された場合、同氏との間で会社法第423条第１項の賠償責任について、責任限定

契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任限定額は法令が規定する最低責任限度額と

なります。

７．「候補者の有する当社の株式数」には、従業員持株会における持分を含んでおります。

－ 40 －
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願
いするものであります。
　なお、補欠監査役の選任につきましては、就任前に限り監査役会の同意を得て、取締役
会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 ・ 当 社 に お け る 地 位 ・ 重 要 な 兼 職 の 状 況
候補者の有する
当社の株式数

なか

中
や

谷
うち

内
しげ

茂
き

樹
(1968年９月22日生)

1992年４月　日本セメント株式会社入社

2005年10月　太平洋セメント株式会社東京支店業務部

2012年10月　同社セメント事業本部管理部事業管理グループ

2016年８月　同社事業企画管理部管理グループリーダー（現任）

－株

 (注)１．補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．中谷内茂樹氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．補欠の社外監査役候補者とした理由および職務を適切に遂行できる理由について

中谷内茂樹氏は、太平洋セメント株式会社の業務執行者として豊富な経験と高い見識を有していること

から社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断したため、選任をお願いするものであります。

４．中谷内茂樹氏が監査役に就任した場合には、会社法第423条第1項の賠償責任について、責任限定契約

を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任限度額は法令が規定する最低責任限度額とな

ります。

以上

－ 41 －
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メ　　モ

－ 42 －
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メ　　モ
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メモ



2021/06/02 13:10:23 / 20701241_秩父鉄道株式会社_招集通知

ご　案　内　図

会　場　埼玉県熊谷市曙町一丁目１番地

秩父鉄道株式会社　本社会議室

交　通　秩父鉄道・ＪＲ高崎線・上越新幹線

熊谷駅南口より徒歩２分

あいざわ
クリニック

ニッポン
レンタカー

熊谷年金事務所

秩父鉄道株式会社
本社ビル

秩 父 鉄 道 有 料 駐 車 場秩 父 鉄 道
熊 谷 ビ ル

南口

秩父鉄道改札口
秩父鉄道

上越新幹線

高崎線 至大宮

至羽生至三峰口

至高崎

熊 谷 駅

地図


